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２０１６年１０月２６日 
広島大学長 

越智 光夫 様 

                               広島大学教職員組合 

                               執行委員長 吉田 将之 

 

附属学校園再雇用教員の給与処遇の改善要求 

 

 貴職の日頃の奮闘と当組合活動へのご理解・ご協力に敬意を表します。 
 さて、標記について下記を要求しますので、２０１６年１１月１０日（木）までの文書回答を

お願いします。 

 

 

記 

 

Ⅰ．要求事項 

  附属学校園の再雇用教員（フルタイム。以下同じ）について、以下の処遇を要求します。 

(1) 再雇用教員は現状、定年前常勤教員時と同様の業務実態であるため、給与処遇を業務量

（担当授業時間数等）に見合った水準にするよう要求する。 

 

 

Ⅱ．要求事項の根拠と説明 

１．労働契約法の規定と東京地方裁判所の判決について 

 (1)労働契約法の規定 

  「広島大学職員の再雇用制度実施要綱」の「３．雇用期間及び雇用更新」の「(1)再雇用職員」

では、再雇用職員は「1 年を超えない範囲内で期間を定め、雇用を更新することができる」と

規定しており、したがって、いわゆる「期間の定めのある労働契約」に該当する。 

  この期間の定めがある労働契約が適用される労働者の処遇について、期間の定めのない労働

者（常勤職員）の処遇との関係で、労働契約法第 20条は以下のように規定している。 

 

  （期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止）  

第二十条 有期労働契約を締結している労働者の労働契約の内容である労働条件が、期間の

定めがあることにより同一の使用者と期間の定めのない労働契約を締結している労働

者の労働契約の内容である労働条件と相違する場合においては、当該労働条件の相違は、

労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以下この条において「職務の内容」

という。）、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情を考慮して、不合理と認

められるものであってはならない。 

 

 (2)2016年 5月 13 日東京地方裁判所の判決について（別紙１参照） 

   60歳の定年を迎えた後、1年契約の嘱託職員として再雇用されたトラック運転手 3名が、

業務内容は定年前と同じにも拘らず、嘱託職員の賃金規定が適用されて年収が 2～3割下がっ

たのは違法だとして雇用主の運送会社を訴えた事件について、東京地裁は「業務の内容や責
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任が同じなのに賃金を下げるのは、労働契約法に反する」と認定し、差額賃金を支払うよう

に雇用主に命令した。 

 

 

２．附属学校園の再雇用教員の労働実態と給与処遇について 

附属学校園における再雇用教員の業務内容や業務量及び責任の程度等は、60歳定年退職前の 

業務内容や業務量及び責任の程度等と比較して差異がない状態にある。 

一方、当組合の統一要求に対する大学回答（平成 26年 5月 22日付け）では、附属学校教諭

で定年前と再雇用後で同一職位の場合の給与は定年前の約 58％となっており、事実、そのよう

に処遇されている。 

したがって、現状の附属学校園再雇用教員の労働実態（業務内容や業務量及び責任の程度等）

は、当該再雇用教員の定年前労働実態及び他の附属学校園常勤教員と変わらない労働実態（業

務内容や業務量及び責任の程度等）となっており、明らかに労働契約法第 20条に違反している

と言える。 

 

Ⅲ．添付資料 

 (1)別紙１：東京地方裁判所の判決に関する朝日新聞デジタル版 

 

 

以 上 

 




